
 

 

                                                     

 

 

 

第２次総社市行政改革大綱実施計画 
 

 

 

                     （平成２２年度～平成２６年度） 
 

             

 

 

 

 

 平成２２年３月 

 

  
 

 

 

 

 総  社  市 
            



 

目   次 

         （１） 市民と行政の協働の推進・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １ 

           ① 地域協働の推進・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１ 

           ② 環境問題に対応した事業の推進・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２ 

         （２） 組織・マネジメントの改革・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ３ 

           ① 住民ニーズに対応した組織・機構の見直し・・・・・・・・・・・・・・３ 

           ② 自ら考え自ら行動できる人材育成・・・・・・・・・・・・・・・・・・３ 

           ③ 定員管理・給与の適正化・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・４ 

         （３） 健全な行政運営・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ４ 

           ① 簡素で迅速な事務の推進・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・４ 

           ② コスト（費用）の最小化と市民満足度（効果）の最大化・・・・・・・・５ 

           ③ 経費節減合理化と自主財源の確保・・・・・・・・・・・・・・・・・・６ 

           ④ 民間活力の活用・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・８ 

         （４） 公正の確保と透明性の向上・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ９ 

           ① 行政サービスの受益と負担の見直し・・・・・・・・・・・・・・・・・９ 

           ② 情報の提供・公開の推進・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１０ 



-  - 1 

(1) 市民と行政の協働の推進 

① 地域協働の推進 
 

実  施  年  度 
№ 実 施 項 目 実 施 項 目 の 概 要 

Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ 
備 考 

① 
岡山県立大学との共同研究

の実施 

多様化・高度化する市民ニーズに応えていくため

に，包括協定を締結している岡山県立大学の知的財

産を活用し，市民・大学・行政が連携・協働したま

ちづくりを推進する。 

【目標数値】  共同研究 ５件／年 

<平成２０年度 ４件／年> 

 ３ 件 ５ 件 ５ 件 ５ 件 ５ 件  

② 自主防災組織の新規設立 

災害時における被害の防止・軽減を図るため，自

主防災組織の設立を促進し，地域との連携を図る。 

【目標数値】 組織率３５％（総世帯数比） 

    <平成２０年度 １８．１％> 

２２％ ２５％ ２８％ ３１％ ３５％  

③ 審議会の見直し 

各種計画等が，多様な市民ニーズを的確に反映し

たものとするために，審議会の構成員について，人

数，年齢，男女比や兼職さらには公募による市民参

加についての指針を定め，実施する。  

検討 

（取りま

とめ） 

選任等に

関する指

針を策定 

実施 実施 実施  

④ 
パブリックコメント（市民

意見公募）手法の拡充 

各種計画案についての市民意見公募（パブリック

コメント）をより有効な手段として活用するため

に，現在，各担当課で独自に実施しているものに統

一した基準を設け，適正に運用する。 

総社市障害者計画・障害福祉計画など 

要綱 

施行 
実施 実施 実施 実施  

⑤ 地区活動助成費の導入 

各地区の愛育委員や栄養推進委員が，より地元住

民のニーズに合った柔軟な活動を行えるようにする

ために，現在，個人へ支給している愛育委員報酬や

栄養推進委員報酬について各地区の愛育委員会へ一

括し地区活動助成費として交付する。  

検討 導入 実施 実施 実施  
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⑥ 
住宅用火災警報器の設置率

向上 

市民の安全・安心を確保するために，住宅用火災

警報器について，説明会等でわかりやすく情報を提

供し，設置率向上を図る。  

【目標数値】 設置率 １００％ 

<平成２０年度 約２５．４％> 

５０％  ８０％ １００％ １００％ １００％  

 

 

② 環境問題に対応した事業の推進 
 

実  施  年  度 
№ 実 施 項 目 実 施 項 目 の 概 要 

Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ 
備 考 

① 
太陽光発電システム設置の

推進 

地球温暖化防止のために，ＣＯ２削減に効果があ

る住宅用太陽光発電システムの設置者に対する総社

市独自の補助制度をＰＲし，設置を推進する。 

    【目標数値】 ４０基設置／年 

<平成２０年度 ３９基設置／年> 

４０基 

／年 

４０基 

／年 

４０基 

／年 

４０基 

／年 

４０基 

／年 
 

② ごみ減量の維持 

ごみ減量に向けた取組みを推進し，ごみ減量化率

を維持していくとともに，ごみ有料化による市民の

経済的負担の軽減を図るために，指定ごみ袋の金額

の見直しについて検討する。 

【目標数値】 家庭ごみ（収集分と持込み分） 

       平成１７年度比２０％減 

       <平成２０年度 ２１．４％減> 

平成１７

年度比 

２０％減

の維持 

⇒ ⇒ ⇒ ⇒  

③ 水洗化の促進 

公共下水道・農業集落排水・合併浄化槽設置事業

の整備済区域の中の未水洗化世帯に対し，水洗化Ｐ

Ｒなど普及活動を実施し，水洗化を促進する。 

【目標数値】 水洗化率 ８７％ 

     <平成２０年度 ８０．１％> 

水洗化率 

８３％ 

水洗化率 

８４％ 

水洗化率 

８５％ 

水洗化率 

８６％ 

水洗化率 

８７％ 
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(2) 組織・マネジメントの改革 

 ① 住民ニーズに対応した組織・機構の見直し 
 

実  施  年  度 
№ 実 施 項 目 実 施 項 目 の 概 要 

Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ 
備 考 

① 幼稚園での預かり保育の拡大 

幼児の心身の健全な発達及び保護者の子育てを支

援するため，幼稚園での預かり保育を実施する。 

【目標数値】 １０園で実施（市内全１８園） 

２園で 

試 行 

４園で 

試 行 

６園で 

実施予定 

８園で 

実施予定 

１０園で 

実施予定 
 

② ケアプラン点検体制の充実 

今後，年々増加が予想される要介護高齢者に適切

な介護サービスを提供し給付費の適正化を図るため

に，ケアプランの全件点検を行うための体制を充実

させる。 

準 備 実 施 実 施 実 施 実 施  

③ 機構改革の実施 

 急速に変革する時代の中，地方分権や行政改革を

推進し，多様化する住民ニーズに応えていくため，

より効率的な組織を目指し，機構改革を実施する。 

見直し 

検 討 
⇒ ⇒ ⇒ ⇒  

 

 

② 自ら考え自ら行動できる人材育成 
 

実  施  年  度 
№ 実 施 項 目 実 施 項 目 の 概 要 

Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ 
備 考 

① 職員提案制度の活性化 

  
地方分権に伴い自立した総社市を目指し，最も大

切な発案・立案能力を備えた職員の育成と認識強化

を行うため，各部１件以上の提案を３ヶ月ごとに募

集し，可能なものを実施する。 

【目標数値】 実施提案 ３件 

<平成２０年度  ２件> 

 

実施提案 

３件 

 

 

実施提案 

３件 

 

  

実施提案 

３件 

 

 

実施提案 

３件 

 

 

実施提案 

３件 
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② 人事考課制度の本格実施 

 市民満足度を高めるために，職員のやる気や働き

がいを引き出し，その能力を最大限に発揮できる人

材を育成し，組織目標の達成と職場内の活性化を図

る。 

課長補佐

級以上の

職員実施 

課長補佐

級以上の

職員実施 

課長補佐

級以上の

職員実施 

全職員 

（消防・保

育・幼稚

園・技労職

除く） 

全職員 

実 施 

※H22～

H25 は 

消防・保育

所 ・ 幼 稚

園・技労職

を除く。 

 

 

③ 定員管理・給与の適正化 
 

実  施  年  度 
№ 実 施 項 目 実 施 項 目 の 概 要 

Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ 
備 考 

① 定員管理の適正化 

地方分権の推進や多様化する市民ニーズに対応す

るため，職員数については現状の（平成２１年４月

１日現在）の職員５６３人体制を維持する方針と

し，年齢構成の平準化に配慮した計画的な新規採用

を行うものとする。また，行政需要，事務量等には

十分に留意し，バランスのとれた体制整備を図る。 

実 施 実 施 実 施 実 施 実 施  

 

 

(3)健全な行政運営 

① 簡素で迅速な事務の推進 

 

実  施  年  度 
№ 実 施 項 目 実 施 項 目 の 概 要 

Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ 
備 考 

① 電子入札システムの導入 

 

公正の確保と透明性の向上を図るため，建設工事

等に県下統一電子入札システムを導入し，更なる入

札の適正化・事務の簡略化を図る。  

 

検 討 

準 備 
試行実施 

１００％ 

実施 

（随意契約

を除く。） 

⇒ ⇒  
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② 地方税の電子化の推進 

事務の効率化のため，国税と連携した市県民税シ

ステムを構築することにより，税務署に出向き，デ

ータを入力する従来の作業を削減する。 

システム

改修 

実施 

（入力作業

者削減） 

⇒ ⇒ ⇒  

③ 各種申請手続の簡素化 

事務の簡素化，迅速化を図るため，各種申請手続

きについて，手続きを簡素化するとともに，市民の

利便性向上のため電子申請について検討する。 

検 討 実 施 実 施 実 施 実 施  

④ イベントの見直し 

他団体主催の類似イベントや事業効果等を考慮

し，見直しが可能なイベントについては，整理統

合，廃止又は縮小（隔年実施等）を行って，さらに

魅力あるイベントにするとともに，効率化を図る。

また，自主運営の可能なものについては，自主運営

に委ねる。 
 
・ 神が辻日曜ふれあい市，総社市民まつり， 

わくわくスポーツデー，保健福祉大会， 

サン直収穫祭，囲碁大会など 

検 討 

協 議 
実 施 実 施 実 施 実 施  

 

 

 ② コスト（費用）の最小化と市民満足度（効果）の最大化 
 

実  施  年  度 
№ 実 施 項 目 実 施 項 目 の 概 要 

Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ 
備 考 

① 建設工事のコスト縮減 

建設工事にかかるコストを縮減するため，新工法

（コンクリート擁壁から鋼製擁壁へ）等の採用によ

り，従前の工法に対して予算額に対して５％削減す

る。 

 【目標数値】 予算額に対して５％削減 

予 算 額 

に対して 

５％削減 

予 算 額 

に対して 

５％削減 

予 算 額 

に対して 

５％削減 

予 算 額 

に対して 

５％削減 

予 算 額 

に対して 

５％削減 
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② 多文化共生の推進 

外国人住民を含む委員会を組織し，ニーズにあっ

た多文化共生プランを策定し，庁舎案内板など多言

語による情報提供をはじめ，交通や防災に関する生

活講習会などを実施して生活ルールや行政等の手続

きの周知を図るなど，外国人住民の生活を総合的に

支援する。 

プラン 

策定 
推 進 推 進 推 進 推 進  

 

 

③ 経費節減合理化と自主財源の確保 
 

実  施  年  度 
№ 実 施 項 目 実 施 項 目 の 概 要 

Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ 
備 考 

① 実質公債費比率の改善 

財政健全化を目指し，その指標である実質公債費

比率の改善を図り，足腰の強い自立した総社市を目

指す。 

【目標数値】 平成２４年度実質公債比率 

 １８％以下 

        <平成２０年度 ２０．４％> 

実 施 実 施 

実 施 

（１８％ 

  以下） 

実 施 実 施  

② 
各種協会等への加入の見直

し 

 全国的又は中国地区で組織されている各種協会等

について，その必要性の少ないものや加入率の低い

（５０％以下）のものについて脱退等を検討し，歳

出の削減に努める。 

検 討 

調 査 
実 施 実 施 実 施 実 施  

③ 普通財産不用地の払い下げ 

普通財産不用地について積極的に払い下げを行

い，新たな自主財源の確保に努める。 

【目標数値】 払い下げ件数 １件以上／年 

１件以上 １件以上 １件以上 １件以上 １件以上  

④ 優良企業の誘致推進 

企業用地の取得・造成，建築物の建築などに民間

の活力を導入することによって，投資的経費の抑制

を図りながら，地域経済の活性化・雇用の確保の面

から優良企業の誘致を推進する。 

【目標数値】 ２社誘致 

誘致活動 ⇒ ⇒ ⇒ 
２社 

誘致 
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⑤ 滞納整理の促進 

早期納付の促進を図るとともに，滞納管理システ

ムの活用により，事務の効率化及び納付折衝の充実

を図ることにより滞納整理を促進し，市民の負担公

平性の確保を図る。 

実 施 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒  

⑥ 補助金等の整理合理化 

補助金等について，行政の責任分野，経費負担，

行政効果を考慮して整理合理化の見直しを図り，総

額の抑制に努める。 

【目標数値】 補助金総額１０％削減 

       （平成２０年度決算比） 

実 施 実 施 実 施 実 施 実 施  

⑦ 

各施設（学校施設を含

む。）での維持管理経費の

節減 

各施設について，委託契約の見直しや光熱水費及

び燃料費について使用量の推移を継続監視すること

で，経費の節減や環境負荷の削減を図る。 

【目標数値】 対平成２０年度比４％減 

２％ 

減 

2.5％ 

減 

３％ 

減 

3.5％ 

減 

４％ 

減 
 

⑧ 資源の再利用による経費節減 

道路改良工事等で発生する石蓋やコンクリート蓋

など再利用できる材料をストックし，今後の工事や

修繕に再利用し，リサイクルの推進と経費の節減を

図る。 

実 施 実 施 実 施 実 施 実 施  

⑨ 
総社駅南地区土地区画整理事

業による保留地の随時売却 

総社駅南地区土地区画整理事業において，地区内

の保留地を優良宅地として毎年度売却することと

し，財源の確保を図る。 

【目標数値】 公売実施 １回以上／年 

公売 

実施 

公売 

実施 

公売 

実施 

公売 

実施 

公売 

実施 
 

⑩ 
下水道事業の事業計画の見

直し 

将来の人口減，経済状況等を考慮し，公共下水

道・特定環境下水道・農業集落排水・合併浄化槽設

置事業の選択により効率的な下水道整備の方法を定

める。 

検 討 検 討 検 討 調 整 実 施  

⑪ 
消防団分団配置の小型動力

ポンプ更新時期の見直し 

消防団分団配置の小型動力ポンプの更新をポンプ

性能の劣化や修理部品の供給状況等を総合的に判断

し更新時期を延長する。 

調 査・ 

消防団と

の検討 

更新計画

策  定 
実 施 実 施 実 施  
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⑫ 
消防車両等の更新時期の見

直し及びリース導入 

更新年度に主要車両が重複し経費的な負担増とな

るため，車両の更新時期の見直し及びリース対応等

により経費の削減を図る。 

検 討 

 更新時期

の見直し・

リース対応

検討 

新更新時

期に移行 

リースに

移行 

リースに

移行 
 

 

 

④ 民間活力の活用 
 

実  施  年  度 
№ 実 施 項 目 実 施 項 目 の 概 要 

Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ 
備 考 

① 有料広告の拡充 

ホームページにスペースをつくり広告を募集し

て，市民サービス向上のための財源確保を図るとと

もに，地元民間業者等に広告宣伝の場をつくること

により，地域経済の活性化を図る。 

【目標数値】  ホームページ １２枠実施 

 

ホームペ

ージ４枠 

 

 

ホームペ

ージ６枠 

 

 

ホームペ

ージ８枠 

 

 

ホームペ

ージ 10枠 

 

 

ホームペ

ージ 12枠 

 

 

② 市有財産への広告募集 

市民課カウンター下ほか市有財産に広告を募集・

掲載し，新たな自主財源を確保する。 

【目標数値】 平成２６年度までに４件実施 

検 討 
検 討 

1件実施 

１件 

実施 

１件 

実施 

１件 

実施 
 

③ 広告入り窓口封筒の作製 

現在，市民課で民間業者の広告を入れ無料で作製

している窓口用封筒を，他課の窓口でも兼用できる

ものとして共同で作製し，経費を節減する。 

【目標数値】 ２，０００封筒／年 

準 備 実 施 実 施 実 施 実 施  

④ 指定管理者制度の活用 

行政サービスの向上及び経費の削減を図るため， 

公の施設の管理運営について見直しを行い，指定

管理者制度の活用が適切であると判断された施設に

ついて制度を導入する。 

・総社駅前広場・北駐車場，清梁園など 

【目標数値】 ４５施設へ指定管理者制度を導入 

       <平成２１年度末３５施設> 

検 討 検 討 ４箇所 

 

 

２箇所 

 

 

４箇所  
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⑤ 
地域情報誌「そうじゃ道標

（みちしるべ）」の協働発行 

市役所での各種手続きや行政サービスなどの情報

を掲載した地域情報誌「そうじゃ道標」の製作から

配布までのすべてを民間業者と協働発行し，市内企

業からの広告費用をあてて製作する。 

  
製 作 

実 施 
   

 

 

(4) 公正の確保と透明性の向上 

① 行政サービスの受益と負担の見直し 
 

実  施  年  度 
№ 実 施 項 目 実 施 項 目 の 概 要 

Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ 
備 考 

① 使用料・手数料等の見直し 
 使用料及び手数料について，受益と負担の公平性

を図るため，見直しを行い，適正化を図る。 

検 討 

協 議 
実 施 実 施 実 施 実 施 

 

 

② 
生活保護受給世帯に対する

就労支援の充実 

生活保護受給者で，稼動能力を有する者に対し就

労支援を行うことにより，早期の自立を援助し，扶

助費の縮減を図る。 

【目標数値】 就労で自立したことによる 

廃止世帯数 １０世帯／年 

      <平成２０年度 ５世帯／年> 

６世帯 

／年 

７世帯 

／年 

８世帯 

／年 

９世帯 

／年 

１０世帯

／年 
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② 情報の提供・公開の推進 
 

実  施  年  度 
№ 実 施 項 目 実 施 項 目 の 概 要 

Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ 
備 考 

① ホームページの充実 

 各種申請様式の掲載や市民アンケートへの回答な

ど，ホームページを充実しリニューアルさせること

によって市民の利便性を向上させ，アクセス数を向

上させる。また，法令上または実務上可能なものは

ホームページ上に情報公開し，利便性の向上を図

る。 

【目標数値】 アクセス数 １，５００件／日 

     <平成２０年度 約１，０００件／日> 

アクセス数 

１，２５０

件 

アクセス数 

１，３００

件 

アクセス数 

１，３５０

件 

アクセス数 

１，４００

件 

アクセス数 

１，５００

件 

 

② 
ファイリングシステムによ

る文書管理の推進 

市民との共有財産であるという意識に基づき，文

書の適正管理及び情報の共有化をはかるためファイ

リングシステムによる文書管理の質的向上をはかる

とともに，個人情報など情報管理の徹底をはかるた

め小中学校にも随時導入していく。 

 

実地指導 

８０点未満

１０％ 

 

 

小学校４校

へ導入 

 

実地指導   

８０点未満

５％ 

 

 

 

実地指導 

８０点未満

３％ 

 

 

全小学校へ

導入 

 

実地指導 

８０点未満

０％ 

 

 

 

 

 

各部単位で

の維持管理

へ 

 

 

中学校１校

へ導入 

 

 


